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協定制度のフォローアップの実施について

本件は、令和６年12⽉末時点で、国⼜は地⽅公共団体との協定を締結している事業者等（国25
協定、地⽅公共団体146協定）との協定に対し、令和６年の協定に基づく建築物への⽊材利⽤実
績や⽊材利⽤促進活動の実績等を調査。

１ 協定に基づく建築物への⽊材利⽤実績
ア．建築物の⽊造化･⽊質化の実績
イ．上記建築物における⽊材利⽤量 ※公表可能な数値を記載
ウ．上記建築物における炭素貯蔵量

２ 協定に基づく建築物への⽊材利⽤促進活動等の実績
ア．安定した⽊材需給体制の構築実績
イ．協定締結者間での講習会等の開催回数
ウ．協定締結者による⼀般向け普及･啓発活動回数
エ．その他、協定に基づく定量的な活動実績

３ その他
ア．協定締結のメリットや効果として感じていること
イ．普及・啓発活動等の取組により⽊造建築物の促進や、新たな協定締結に繋がった
事例等の把握
ウ．国や地⽅公共団体から受けた⽀援について

調査項⽬
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・複数の⾃治体や森林組合との接点ができ、地域材利⽤に関して前向きな対話ができている
・取引先からの評価が⾼まり、商談機会の創出に繋がっている
・⽊造建築物の推進に関する活動を対外的にPRしやすい
・国から定期的に提供される最新の情報は社内の⽊造関係者へ即時共有している

その他の協定による効果・メリット等

国との協定に基づく取組実績等

今回の調査対象とした協定は、令和６年12⽉末時点で協定有効期間中の25協定（昨年の
フォローアップ調査から10協定の増）。
このうち令和６年の実績として13協定において⽊材利⽤実績があり、また安定した地域材の需給
体制の構築や講習会の実施、普及啓発活動等の実施などの取組が⾏われている。

建築物への⽊材利⽤実績
・⽊造化実績︓13協定で430件 ⽊材利⽤量17,616ｍ³（うち国産材利⽤量7,547ｍ³）
・⽊質化実績︓７協定で202件 ⽊材利⽤量13,837ｍ³（うち国産材利⽤量5,841ｍ³）
・炭素貯蔵量︓13協定の632件で算出 炭素貯蔵量21,208ｔ-CO₂

・安定した⽊材の需給体制の構築実績︓12協定
・協定関係者向け講習会等の開催︓14協定で352回の開催
・⼀般向け普及・啓発活動︓19協定で374回の開催

需給体制の構築等の実績
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・脱炭素社会の実現に貢献していることをPRできる。
・⾏政が関与することで、地域のサプライチェーンの確⽴と地域活性化につながっている。
・⾏政機関の後ろ盾があることにより、ユーザーから信⽤を得やすくなり、普及啓発活動の効果が⾼い。
・県と定期的な意⾒交換を実施することにより、国・県の施策の最新情報等が⼊⼿できる。

その他の協定による効果・メリット等

地⽅公共団体との協定に基づく取組実績等

今回の調査対象とした協定は、令和６年12⽉末時点で協定有効期間中の146協定（昨年の
フォローアップ調査から38協定の増）。
このうち令和６年の実績として46協定において⽊材利⽤実績があり、また安定した県産材の需給
体制の構築や講習会の実施、普及啓発活動等の実施などの取組が⾏われている。

建築物への⽊材利⽤実績
・⽊造化実績︓36協定で1,968件 ⽊材利⽤量93,071ｍ³（うち国産材47,920ｍ³）
・⽊質化実績︓21協定で217件 ⽊材利⽤量329ｍ³（うち国産材321ｍ³）
・炭素貯蔵量︓46協定の2,185件で算出 炭素貯蔵量53,522ｔ-CO₂

・安定した⽊材の需給体制の構築実績︓20協定
・協定関係者向け講習会等の開催︓38協定で143回の開催
・⼀般向け普及・啓発活動︓68協定で790回の開催

需給体制の構築等の実績
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協定に基づく⽊材利⽤量の実績等の推移

国との協定に基づく建築物への⽊材利⽤実績等の推移

地⽅公共団体との協定に基づく建築物への⽊材利⽤実績等の推移

合計令和６年令和５年令和４年
36,296ｍ³17,616ｍ³14,291ｍ³4,389ｍ³⽊造化による⽊材利⽤量

17,054ｍ³7,547ｍ³5,375ｍ³4,132ｍ³うち国産材利⽤量

15,322ｍ³13,837ｍ³986ｍ³499ｍ³⽊質化による⽊材利⽤量

6,940ｍ³5,841ｍ³623ｍ³476ｍ³うち国産材利⽤量

34,544ｔ‐CO₂21,208ｔ‐CO₂9,972ｔ‐CO₂3,364ｔ‐CO₂炭素貯蔵量

合計令和６年令和５年令和４年
153,436ｍ³93,071ｍ³50,187ｍ³10,178ｍ³⽊造化による⽊材利⽤量

91,727ｍ³47,920ｍ³36,322ｍ³7,485ｍ³うち国産材利⽤量
760ｍ³329ｍ³420ｍ³11ｍ³⽊質化による⽊材利⽤量
702ｍ³321ｍ³370ｍ³11ｍ³うち国産材利⽤量

91,002ｔ‐CO₂53,522ｔ‐CO₂31,246ｔ‐CO₂6,234ｔ‐CO₂炭素貯蔵量
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取組の概要

＜事例①＞⽊材利⽤の促進に関する事例

〇 ⼤成建設グループ※は、サプライヤーへのアンケー
ト調査と訪問ヒアリングの実施により、国産材・認証
材の使⽤を含む、適切な⽊材調達の確認に努めて
いる。更に、国産材1,800m3を使⽤する⽻⽥空
港第１ターミナル北側サテライトに着⼯。

〇 (株)セブンーイレブン・ジャパンは、⽊造店舗の
フラグシップと位置付ける「セブン－イレブン福岡もも
ち店」や、京都市と連携し、地域交流施設併設し
た 「セブン-イレブン伏⾒北鍵屋公園店」をオープン
するなど、12の店舗で、335ｍ³（うち国産材
167ｍ³ ）の⽊材を利⽤。

⽊材利⽤の促進実績
• (株)セブンーイレブン・ジャパンは、農林⽔産省と協定を締結し、地域材を積極的に活⽤した⽊造化・⽊質化を
推進し、５年間で約1,375㎥の地域材の利⽤を⽬指すこととしている。令和６年12⽉末時点の実績は、12店
舗の⽊造化等を実施し、335ｍ³（うち国産材167ｍ³ ）の⽊材を利⽤。

• ⼤成建設グループは、農林⽔産省、環境省と協定を締結し、ZEB化・ZEH化等の取組を推進しつつ、令和９
年度までに国産材使⽤量14,000m3を⽬指すこととしている。令和６年には、栃⽊県⽴⻘少年教育施設など
５件の国産材利⽤を含む⽊造・⽊質建築の施⼯実績。

協定による効果・メリット
・建築物における積極的な⽊造化の取組による⽊材利⽤を促進。

5※⼤成建設グループ︓⼤成建設㈱、⼤成ユーレック㈱、⼤成建設ハウジング㈱、㈱佐藤秀



取組の概要

〇 国との協定締結を機に、地⽅公共
団体等へ協定締結を働きかけ。
〇 各県との協定では、県産材の積極

的な活⽤や⽊造建築物に関わる⼈材
育成等、地域の⽊材利⽤促進への
課題に対応する取組の推進に期待。
〇 国も協定者と連携し、各都道府県

の担当者の紹介や協⼒依頼を実施。

国との協定 地⽅公共団体との協定

＜事例②＞地⽅への協定締結の波及効果の事例
協定による効果・メリット

・ 国との協定がきっかけとなり、地⽅公共団体と地⽅の関連組織等との間で協定の締結が実現。

協定の締結実績
・ （公社）⽇本建築⼠会連合会と国⼟交通省との協定締結後に、地⽅の関係団体が12件（兵庫県、広島県、
熊本県など）の協定を締結。

・ （⼀社）全国⽊材組合連合会と農林⽔産省との協定締結後に、地⽅の関係団体・企業が50件（広島県、
徳島県、⾹川県、福岡県、岩⼿県、栃⽊県、⼤分県、埼⽟県など）で協定を締結。

・ （⼀社）JBN・全国⼯務店協会と農林⽔産省・国⼟交通省との協定締結後に、地⽅の関係団体が９件
（岩⼿県、⼭形県、⿅児島県など）の協定を締結。

・ 全国建設労働組合総連合と農林⽔産省・国⼟交通省との協定締結後に、地⽅の関係団体が２件（東京都、
千葉県）協定を締結。
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取組の概要

＜事例③＞講習会や⼈材育成等の取組事例

〇 ⼀般社団法⼈宮崎県建築業
協会は、⽊造建築の担い⼿であ
る建築⼤⼯等の⼈材育成に向
けた研修会等を令和６年に計
13回開催し、延べ53⼈が参加。

Ｈ

・⽊造建築物の提案や、要望・相談に応じることができる者を養成する講習会・⼈材育成等の取組を実施

協定による効果・メリット
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〇 ⽇本⽣命保険相互会社は、
令和６年5⽉に、⽊造営業拠点
である群⾺富岡オフィスのオープ
ンセレモニーを設計者や施⼯者
などを招き開催。
当⽇は複数のメディアが来場し、
TVや新聞等で報道。

・協定締結関係者の技術等の向上を⽬的とする講習会・⼈材育成等の開催（全国で495回）。
・「⽊造建築の意義」や「⽊の良さ」を伝える⼀般参加者向けの普及・啓発活動（全国で1,164回）。

講習会等の開催実績

〇 株式会社MUJI HOUSEは、
無印良品の⽊造店舗を施⼯した
⽇⽥市などにおいて、施⼯途中
の現場で、建築関係者、⾏政、
地域の学⽣、地元⽊材関係者
などを対象に、⾒学会などのイベ
ントを多数開催し、⼯事段階か
ら地域との関係を構築。

⼤⼯育成研修の
座学と実技の様⼦

群⾺富岡オフィス

新たに竣⼯した
無印良品 ⽇⽥店

地元の⾼校⽣を対象にした⾒学会



取組の概要

＜事例④＞国や地⽅公共団体の補助事業を活⽤した事例

・協定締結者に対して優先的な⽀援などを⾏う補助事業を活⽤。
協定による効果・メリット

・ 協定締結者に対する国（林野庁、国⼟交通省、環境省）の優先的⽀援を活⽤（令和６年度は25件の実績）。
・ 地⽅⾃治体独⾃で、協定締結者を優先的に⽀援する制度を創設・活⽤（令和６年12⽉時点で12県５市）。

補助事業の活⽤実績
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「ＳＡＮＩＣＨＩコモンズ」のイメージ(栃⽊県佐野市)

〇 学校法⼈佐野⽇本⼤学学園は、
協定に基づき、栃⽊県⽊材業協同
組合連合会と連携し、構造や内外
装に地域材を積極的に活⽤した教
育施設を整備。

〇 建築にあたっては林野庁「林業・
⽊材産業循環成⻑対策交付⾦」
を活⽤。

〇 阿波銀⾏は、徳島県との協定に
基づき、⾃⾏店舗の整備にあたり、
県産材を活⽤した⽊質化に協⼒

〇 実施にあたっては環境省「建築物
等のZEB化・省CO2化普及加速
事業」を活⽤。

阿波銀⾏昭和町⽀店ロビー(徳島県徳島市、2025年)

〇 （⼀社）JBN・全国⼯務店協
会は、国との協定に基づき、全国の
地域⼯務店において、⽊造住宅や
⽊造建築物の供給で活躍する⼤
⼯技能者を育成する取組を実施。

〇 実施にあたっては国⼟交通省「⼤
⼯技能者等の担い⼿確保・育成
事業」を活⽤。

新⼈⼤⼯技能者に対する育成活動


